
12  13 　日本国際保健医療学会ニュースレター Academic Conference Report

この度は、日本国際保健医療学会奨励賞を頂き、ありがとう
ございました。

受賞論文では、医療的資源の限られたラオス国において、地
方の病院（県病院管轄下の郡病院）で新生児医療を向上させ
るための仕組みを検討しました。世界的に、5 歳未満死亡児
の約半数は新生児死亡であり、新生児死亡の主要因は早産、
感染症、周産期関連合併症など、適切な介入によって予防可
能なものが占めています。そのため、新生児死亡の予防を目
指し、世界保健機関西太平洋地域では早期必須新生児ケアと
いう、エビデンスに基づいた単純な手技の組み合わせのパッ
ケージが導入されてきました。ラオスでは 2015 年に中央病
院と県病院に EENC が導入されました。熟練介助者による分
娩の約 7 割が県病院管轄下にある郡病院および保健センター
で行われているため、早期に下位の医療施設に EENC を拡大
していくことが重要であると考えられました。しかし、地方
の病院において、保健医療従事者にトレーニングを行っても
なかなか定着しないことが長年の課題でした。郡病院の数は
多く、通常行われる訪問指導を定期的に実施するのは時間的、
物理的、金銭的に難しいと考えられました。そこで、本研究
では、トレーニング後に通常行われる訪問指導に対し、郡病
院内でピアレビューを中心として継続的な評価と改善を行う
仕組み（自律的モニタリング）を導入し、両者の効果を比較
するために、クラスター無作為化比較試験を実施しました。
2 県の 15 郡病院において日常的に周産期医療に携わる保健
医療従事者を対象としました。自律的モニタリング群では、
訪問指導群と比較して、介入１年後に病院で働く保健医療従
事者の行動変容が促進されていました。ただし、自律的モニ
タリングがプロトコール通りに実施されていない郡病院では
効果は認められず、郡病院内において機能するモニタリング
委員会の存在の重要性が示唆されました。また、両群におい
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住民登録と人口動態統計 (CRVS) は、 様々な公衆衛生課題へ
の政策の策定上基盤となる必要不可欠な情報システムであ
る。 しかし、多くの低中所得国では CRVS の整備が十分で
はなく、その強化は国際的な重点課題として、国連持続可
能な開発目標においても指標の一つとして取り上げられてい
る。中でも、死亡登録では、死因等の登録情報の不正確さが
課題の一つとなっており、その背景には、低中所得国では院
外死亡例が多く、正確な死因を同定するための情報が不十分
である点が挙げられる。例えば、アフリカ南部に位置するザ
ンビア共和国では、医療施設における死亡例の 3 分の 1 以
上は到着前死亡例であり、その死因の分析が十分に行われて
いない現状がある。このような院外死亡の死因を同定するた
めに、死亡に至った背景情報から専門家が死因を推定する口
頭剖検があるが、時間と手間がかかり低資源国での導入は現
実的ではない。そのため、世界保健機関（WHO）は、非医
療者でも使用できるコンピュータが死因を推測する自動口頭
剖検プログラムを推奨しているが、実際の現場での実装の可
能性の評価は十分に行われていない。
そこで本研究では、ザンビア共和国の首都にある３次レベル
病院を対象に、到着時死亡症例の死因について自動口頭剖検
プログラム (SmartVA) を導入し、その死因の同定率を病院
が発行する死亡診断書に記載された死因と比較することで評
価した。本研究の対象は、2017 年 1 月から 8 月までに来院
した全ての到着時死亡症例として、故人の近親者に構造化さ
れた VA 質問票にてインタビューを行い、SmartVA を用いて
死因を同定し、死亡診断書に記載された死因と比較した。調
査では、13 歳以上（成人）と 1 か月以上 13 歳未満（小児）
の到着時死亡症例それぞれ 1,378 件と 209 件のデータを収
集し、成人の死因は感染症、次いで非感染性疾患、小児の
死因は感染症、次いで事故が最も多かった。また、SmartVA
により 75% の症例で死因を確定できた一方、死亡診断書に

て、新生児蘇生の手技に著しい低下が認められ、シミュレー
ションなど、別途介入の追加を検討する必要があると考えら
れました。

 2018 年には、低中所得国において予防可能な死亡は 800
万にのぼり、そのうち約 60% は、医療にアクセスしたもの
の医療の質の低さによって生じているという衝撃的な報告が
出ました（Kruk et al., 2018）。自律的モニタリングが、金銭、
人材面で負担の大きい訪問指導を代替・補完できる可能性が
示されたことは、持続可能な医療の質改善を検討する上で意
義があると考えられます。今後は、新生児蘇生という、日頃
頻回に経験しない手技を維持するための介入を検討していく
予定です。研究を通じて、医療資源の限られた地域における
質改善に貢献していきたいと思います。

は病名の記載がない等の誤った記述が多く、SmartVA で死
因が同定できた割合は死亡診断書よりも有意に高かった。こ
のことから、ザンビアの病院で到着時死亡症例の死因情報を
強化するため、SmartVA が活用できる可能性があることが
示唆された。この結果をザンビア当局へ報告したところ、研
究対象となった病院において自動口頭剖検が到着時死亡症例
の死因情報の登録方法として採用されるようになった。
しかし、自動口頭剖検プログラムをさらに他の病院や他国へ
展開するためには、自動口頭剖検プログラムの有効な運用方
法を実証し、他施設での実施可能性をさらに検討する必要が
ある。特に、自動口頭剖検で同定された死因の妥当性は、死
因確定の標準的な手法である剖検と比較した十分なデータが
なく評価が必要と思われる。そのため、当研究の後継研究と
して、2020 年より現在自動口頭剖検による死因と剖検によ
る死因を比較する調査を行っている。研究結果はザンビア国
内ないし他国へ展開する際の基礎データとなり重要であると
思われ、データがまとまり次第、結果を発表していきたい。
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